
令和元年度第１回 長浜市公共施設マネジメント推進委員会 次第 

 

日時：令和元年7月25日（木）10：00～ 

会場：長浜市役所５階 ５－Ａ会議室 

 

１ 開会 

 

２ 委員紹介 

 

３ 議題 

（１） 公共施設マネジメントについて 

 

（２） 長浜市公共施設マネジメント推進委員会について 

 

（３） 正副委員長の選出について 

 

（４） 公共施設等総合管理計画の中間見直しについて 

 

４ その他 

  ・次回会議の日程調整について 

 

５ 現地視察 

 

６ 閉 会 

 

【配付資料】 

・資料１  公共施設マネジメント推進委員名簿 

・資料２  公共施設マネジメントの意義と進め方 

・資料３  長浜市公共施設マネジメント推進委員会規則 

・資料４  長浜市公共施設等総合管理計画の中間見直しについて （４-１、４-２） 

・資料５  日程調整表「第２回長浜市公共施設マネジメント推進委員会」 

 参考資料 

１． 長浜市公共施設等総合管理計画(概要) 

２． 長浜市公共施設等総合管理計画 

３． 長浜市公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画 

４． 長浜市附属機関設置条例 

５． 附属機関の会議の公開等に関する要綱 



№ 氏名 職名等 備考

石井　良一

(いしい　りょういち)

岡井　有佳

(おかい　ゆか)

片山　ひろみ

(かたやま　ひろみ)

長谷　武二

(はせ　たけじ)

桐山　輝雄

(きりやま　てるお)

平井　和子

(ひらい　かずこ)

山中　隆

(やまなか　たかし)

森川　昇吾

(もりかわ　しょうご)

金森　敏彦

(かなもり　としひこ)

石田　孝男

(いしだ　たかお)

長浜市公共施設マネジメント推進委員会名簿

（任期：令和元6月13日から令和3年3月31日まで）

1 滋賀大学社会連携研究センター教授

2 立命館大学理工学部　教授

3 長浜市文化芸術協会

4 長浜市スポーツ協会　会長 欠席

5 長浜ビジネスサポート協議会　業務執行理事

6 長浜市社会福祉協議会　副会長

7 杉野連合自治会長 欠席

10 公募市民

8 上草野連合自治会長

9 第二連合自治会長 欠席
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1

ෆ容

බ共施設䝬䝛䝆メン䝖䛸䛿

බ共施設等䛾老朽化

බ共施設再編䛾事例
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බ共施設等䛾老朽化

බ共施設等䛸䛿

◼ 䛂බ共施設等䛃䛸䛿䚸地方自治法ୖ䚸බ᭷財産䛾うち不動産䠄土地䞉建物䠅䛻属䛩䜛行政財産䠄道
路䞉橋䜚䜗うや企業会計施設䜢含䜐䠅及びᬑ通財産䠄借ୖ施設等䜒含䜐䠅䜢いう䚹庁舎䞉学校䛺䛹

䛾䛂බ共建築物䛃䛸䚸道路䚸橋䜚䜗う䚸ୖ水道施設䚸ୗ水道施設䛾䛂䜲ン䝣䝷資産䛃䛻区分䛷䛝䜛䚹

2䠄出所䠅䛂長浜市බ共施設等総ྜ管理計⏬䛃䠄H27.3䠅



ᮏ資料䛾ෆ容䛾無断転載䞉複製䜢禁䛨䜎䛩䚹䛩䜉䛶䛾ෆ容䛿日ᮏ䛾著作権法䛚䜘び国際条約䛻䜘䜚保護䛥䜜䛶い䜎䛩䚹

C㼛㼜yr㼕㼓㼔t© 2019 Shiga University Social Cooperation Research Center. All rights reserved. No  reproduction or republication without written permissions

滋賀大学社会連携研究䝉ンタ䞊

බ共施設等䛾老朽化

බ共建築物䛾建設状況

◼ බ共建築物䛿高度成長期䛻多䛟建設
䛥䜜䚸長浜市䛻䛚い䛶䛿䚸2013ᖺ度ᮎ

現在䚸බ共建築物䛾39％䛜建設䛛䜙

30ᖺ௨ୖ䚸60％䛜建設䛛䜙20ᖺ௨ୖ

䜢経過䚹築30ᖺ௨ୖ䛾建物䛾割ྜ䛿䚸

10ᖺ後䛻䛿60％䚸20ᖺ後䛻䛿87％䛻

䜎䛷増加䛸予想䚹

◼ 建築物䛾耐用ᖺ数䛿40～50ᖺ䛷䚸順

ḟ䚸大規模改修や建替䛜課題䛸䛺䜛䚹

3䠄出所䠅䛂長浜市බ共施設等総ྜ管理計⏬䛃䠄H27.3䠅

主䛺減価償却資産䛾耐用ᖺ数

䠄出所䠅国税庁
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බ共施設等䛾老朽化

බ共建築物䛾老朽化

◼ 2016ᖺ4᭶14日䚸16日䛻起䛣䛳た熊ᮏ地震䛻䛚い䛶䚸

ḟ䛾䠑市⏫䛻䛚い䛶庁舎䛜大䛝䛟損壊䚹䛣䜜䜙䛿䚸築30

～50ᖺ䛷䚸老朽化䛜主原因䚹

䞉ඵ௦市役所䠄1972ᖺ䚸築44ᖺ䠅→千୎支所䜈

䞉人ྜྷ市役所䠄1962ᖺ䚸築54ᖺ䠅→庁舎別館䚸䝇䝫䞊䝒

パ䝺䝇䚸䜹䝹チャ䞊パ䝺䝇䜈

䞉宇土市役所䠄1965ᖺ䚸築51ᖺ䠅→市民体育館䜈

䞉大津⏫役場䠄1968ᖺ䚸築48ᖺ䠅→近隣⏫施設䜈

䞉益城⏫役場䠄1982ᖺ䚸築34ᖺ䠅→中央බ民館䜈

◼ そ䛾௚䚸老朽化䛧たබ共建築物や䜲ン䝣䝷資産䛻大䛝
䛺被害䚹

4
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බ共施設等䛾老朽化

䜲ン䝣䝷資産䛻䜒危機䛾予兆䛜見䜙䜜䜛

道路・

橋梁

⚫木曽川大橋䠄延長858ｍ䠅䛺䛹䛷䚸鋼
部ᮦ䛾腐食䞉疲労䛻䜘䜛破断事例䛜

発見䚹

⚫ 2012ᖺ12᭶䚸中央自動車道ୖ䜚線笹
子䝖ン䝛䝹䛷天井板䛾コン䜽䝸䞊䝖板

䛜約130m䛾区間䛻わた䛳䛶落ୗ䛧䚸
走行中䛾車複数ྎ䛜巻䛝込䜎䜜䛶９

人䛜死亡䚹

下水道

⚫ 1980ᖺ௨降䚸管路施設䛾老朽化等
䛻起因䛧た道路㝗没䛜増加傾向䚹䠄

ᖹ成26ᖺ度䛻䛿約3,300箇所䠅

水道

⚫ 2006ᖺ䚸広島県呉市䛷送水䝖ン䝛䝹
崩壊事故䛜発生䛧た䚹72,000人䛾ఫ
民䛸7社䛾企業䛻ᑐ䛩䜛水道䛾供給
䛜䚸約1逬間䛛䜙2逬間䛻わた䛳䛶停
Ṇ䚹

⚫ඵ戸市䛷䛿配水管䛾溶接䝭䝇䛻端䜢
発䛧た断水䛜発生䚹2008ᖺ䛾ᖺᮎᖺ
始䛻䛛䛡䛶約9.3万世帯断水䚹

䠄出所䠅௧和元ᖺ度国土交通白書

䠄出所䠅㔝ᮧ総ྜ研究所

建設後50ᖺ௨ୖ経過䛩䜛社会資ᮏ䛾割ྜ
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බ共施設等䛾老朽化

道路橋梁䛿高度成長期䛻建設䛥䜜た䜒䛾䛜順ḟ耐用ᖺ数䜢迎え䜛

6
䠄出所䠅国土交通省䛂社会資ᮏ䛾老朽化䛾現状䛸将来予測䛃
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බ共施設等䛾老朽化

河川護岸䜒順ḟ耐用ᖺ数䜢迎え䜛

7
䠄出所䠅国土交通省䛂社会資ᮏ䛾老朽化䛾現状䛸将来予測䛃
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බ共施設等䛾老朽化

බ共事業費䛿ᖹ成10ᖺ度約15兆෇䜢䝢䞊䜽䛻䚸ᖹ成30ᖺ度約6兆෇䛸半減

8

䠄出所䠅財務省 財政制度分科会䛂社会資ᮏ䛃

බ共事業関係費䛾推移
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බ共施設等䛾老朽化

高度経済成長期䛻集中整備䛥䜜た社会資ᮏ䛿䚸更新䛾タ䜲䝭ン䜾䜢迎え䛶い䜛

䛜財源䛜不足

出所䠅 国土交通省 䛂国土交通白書䛃

60～70年代建設分が

更新投資として顕在化
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බ共施設等䛾老朽化

自治体䛷䜒予算不足等䛻䜘䜚安全性確保䛻懸念

10

出所䠅 国土交通省 䛂地方自治体䛻ᑐ䛩䜛䜰ン䜿䞊䝖調査結果䛃社会資

ᮏメン䝔䝘ン䝇戦略ᑠ委員会䚸H24.12～H25.1実施
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බ共施設䝬䝛䝆メン䝖䛸䛿

බ共施設䝬䝛䝆メン䝖䛾背ᬒ

䐟 බ共施設等䛾老朽化

䞉築ᖺ数䛜40ᖺ௨ୖ䛾建築物や䜲ン䝣䝷䛜増加䛧䚸そ䛾

ᑐ応䛜必要䚹

䐠 ྜ併䛻䜘䜛施設䛾㔜複

䞉長浜市䛾䜘う䛺ྜ併市⏫䛷䛿䚸施設䛜㔜複䛧䛶䛚䜚䚸人

口䠍人あた䜚䛾建物床面積䛜多い䚹

䐡 人口䛾将来的䛺減少

䞉人口減少䛜見込䜎䜜䚸特䛻ᑠ中学校䛺䛹児童関連施設

䛻䛚い䛶䚸施設䛾適ṇ化䛜必要䚹

䐢 管理運営䚸改築経費䛾制約

䞉௒後䛸䜒扶ຓ費䛾増加䛜見込䜎䜜䚸建設関連事業費䛾

抑制䛜不ྍḞ䚹

䐣 බ共サ䞊䝡䝇䛾提供方法䛾変化

䞉戸籍䚸ఫ民票䛾コン䝡䝙交付䚸බ民館䛾コ䝭ュ䝙䝔䜱施

設化䚸民間䛻䜘䜛බ共施設䛾運営䛺䛹බ共サ䞊䝡䝇䛾

提供方法䛜変化䚸

11
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බ共施設䝬䝛䝆メン䝖䛸䛿

国䛛䜙䛾䜲ン䝣䝷長ᑑ命化䚸බ共施設等総ྜ管理計⏬䛾策定䛾要請

◼ 笹子䝖ン䝛䝹事故䜢ཷ䛡䛶䚸政府䛿2013ᖺ11᭶䛻

䛂䜲ン䝣䝷長ᑑ命化基ᮏ計⏬䛃䜢策定䚹2014ᖺ䠑᭶

䛻䛿௚䛾省庁䛻先駆䛡䛶䚸国土交通省䛿所管䛩

䜛䜲ン䝣䝷䛻䛴い䛶䚸䛂䜲ン䝣䝷長ᑑ命化行動計⏬䛃

䜢策定䚹国土交通省䛿䚸各自治体䛾行動計⏬策

定䜢支援䚹௚省庁䜒続䛟䚹

◼ 2014ᖺ4᭶22日䛻䚸総務大臣䛿自治体䛾首長䛻䚸

速や䛛䛻බ共施設等䛾総ྜ的䛛䛴計⏬的䛺管理

䜢推逭䛩䜛た䜑䛾計⏬䠄බ共施設等総ྜ管理計⏬

䠅䛾策定䛻ྲྀ䜚組䜐䜘う要請䚹計⏬策定䛻要䛩䜛

経費䛻䛴い䛶䚸特別交付税措置䠄措置率 1/2䠅 䚸

計⏬䛻基䛵䛟බ共施設等䛾㝖却䛻䛴い䛶䚸地方債

䛾特例措置䜢創設䠄地方財政法改ṇ䠅 䚹

◼ ほ䛸䜣䛹䛾自治体䛷気䛵い䛶いた䜒䛾䛾බ共施設
等䛾現状把握や最適化䛾検討䛿䛣䜜䜎䛷䛺䛥䜜

䛶い䛺䛛䛳た䚹

◼ 長浜市䛿䚸2015ᖺ䠏᭶䛻䛂長浜市බ共施設等総ྜ

管理計⏬䛃䚸2017ᖺ䠏᭶䛻䛂同個別施設計⏬䛃䜢策

定䚹現在䚸そ䜜䛻基䛵䛝䚸最適化䜢推逭中䚹

12
䠄出所䠅西尾真治䛂地方自治体䛻䛚䛡䜛බ共施設䝬䝛䝆メン䝖 推逭䛾あ䜚方䛸実務䛾䝫䜲ン䝖䛃
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滋賀大学社会連携研究䝉ンタ䞊

බ共施設䝬䝛䝆メン䝖䛸䛿

බ共施設等䛾長期的䛺運営管理䛾最適化䜢䜑䛦䛩

◼ 䛂බ共施設䝬䝛䝆メン䝖䛃䛸䛿䚸地方自治体䛜保᭷
䚸又䛿借䜚ୖ䛢䛶い䜛全බ共施設䜢䚸自治体経営

䛾視点䛛䜙総ྜ的䛛䛴統括的䛻企⏬䚸管理及び

利活用䛩䜛௙組䜏䚹

◼ බ共施設䝬䝛䝆メン䝖䛾ྲྀ䜚組䜏䛿䚸大䛝䛟分䛡䛶
䠐䛴䛾䝇䝔䝑プ䚹

第䠍䝇䝔䝑プ䛂බ共施設䛾実態把握䛃

第䠎䝇䝔䝑プ䛂බ共施設䝬䝛䝆メン䝖䛾方針策定䛃

第䠏䝇䝔䝑プ䛂個々䛾施設䛾実施計⏬䛾策定及び

計⏬䛾実践䛃

第䠐䝇䝔䝑プ䛂評価䞉改善䛃

13䠄出所䠅ふ䜛䛥䛸財団HP
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滋賀大学社会連携研究䝉ンタ䞊

䞉立地環境

䞉䜲ン䝣䝷整備䚸施設

集積

䞉土地利用規制 䛺䛹

䞉構造

䞉劣化度

䞉耐震性

䞉設備䛾状況 䛺䛹

බ共施設䝬䝛䝆メン䝖䛸䛿

බ共施設等䛾最適化䛾方向

◼ 最適化䜢検討䛩䜛た䜑䛻䚸現状䛾බ共建築
物䚸䜲ン䝣䝷資産䛾䝕䞊タ䝧䞊䝇䜢策定䛧䚸将

来䛾維持管理コ䝇䝖䠄LCC䠅䜢試算䛧䚸市全体

䛾縮減目標䜢設定䛩䜛䛸䛸䜒䛻䚸個々䛾施設

䛻䛴い䛶䛾評価䜢実施䛧䚸方向性䜢検討䚹

◼ 長浜市䛷䛿䚸最適化䛻あた䛳䛶䚸基ᮏ方針䜢
明示䚹

14

必要性 物理的性能 経済的価値 ᑐ応方向

高

高

高
維持䚸改修

機能集約化䛾ཷ皿
ప

ప

高 移転䠄跡地䛾処分䠅

ప 建替䚸増改築䚸改修

ప

高

高 売却䚸貸付

ప 貸付䚸転用

ప

高 跡地䛾売却䚸貸付等

ప 跡地䛾転用

බ共建築物評価䛻䜘䜛ᑐ応方向

䞉䝙䞊䝈䛾大䛝䛥

䞉利用者満足度

䞉政策目標䛾実現度

䞉LCC䛛䜙䜏た効率性

䞉௦替施設䚸競ྜ施設

䛾᭷無 䛺䛹

බ共建築物評価

資産䝕䞊タ䝧䞊䝇

LCC䝷䜲䝣サ䜲䜽䝹コ䝇䝖試算

必要性 物理的性能 経済的価値

評価

長浜市බ共施設䝬䝛䝆メン䝖計⏬䛾基ᮏ方針

䐟 適ṇ配置

施設䛾適ṇ配置䛾観点䛛䜙䚸施設䛾更新䠄建替䠅又䛿大規模改

修䠄長ᑑ命化䠅䜢行う場ྜ䛿䝊䝻䝧䞊䝇䛷検討䛧䚸施設䜢新設䛩䜛

場ྜ䛿௚䛾施設䛾統ྜ䜢前提䛸䛧䛶建設䠄延床面積䜢40ᖺ間䛷

34％䚸当初䛾10ᖺ間䛷䠒％縮減䠅䚹

䐠 質䛾向ୖ

施設機能䛾維持向ୖ䜢䜘䜚少䛺い経費䛷行うた䜑䚸老朽化䛧た

施設䛾㝖却や新䛧い施設䛾複ྜ化䞉多機能化䜢推逭䛩䜛䛸䛸䜒䛻

䚸民間䛾技術䞉䝜ウ䝝ウ䚸資金等䛾活用䜢積極的䛻ᑟ入䛧䜎䛩䚹

䐡 更新費用䞉管理運営費䛾財源確保

㝖却䛧た施設䛾土地䛻䛴い䛶䛿䚸売却や貸付等䛻䜘䜚䚸更新費

用や管理運営費䛾財源確保䛻ດ䜑䜎䛩䚹
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බ共施設再編䛾事例

京都市御池中学校

◼ 京都市御池中学校䛿，城巽䞉柳池䞉滋㔝䛾 3 中学校䜢統ྜ䛧

䚸中学校䚸乳幼児保育所䚸老人䝕䜲サ䞊䝡䝇䝉ンタ䞊䚸在宅

௓護支援䝉ンタ䞊䚸御池通䛻ふ䛥わ䛧い䛻䛞わい䜢創出䛩䜛

施設や䜸䝣䜱䝇䝇䝨䞊䝇等䜢併設䛩䜛複ྜ施設䛸䛧䛶ᖹ成18 

ᖺ4᭶䛻完成䞉移転䚹

◼ PFI事業䛸䛧䛶民間企業䛜୍括䛧䛶建設䚸管理運営䚹

15

䠄出所䠅京都市資料
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බ共施設再編䛾事例

習志㔝市大久保地区බ共施設再生事業

16
䠄出所䠅総務省䛂බ共施設等適ṇ管理推逭事業債等䜢活用䛧た先逭事例䛃
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බ共施設再編䛾事例

東成瀬ᮧ東成瀬ᑠ学校

17

䠄出所䠅文部科学省学校施設䛸௚䛾බ共施設等䛸䛾複ྜ化検討部

会䠄第1回䠅 配付資料䛂資料2 学校施設䜢ྲྀ䜚巻䛟現状等䛻䛴い䛶䛃
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䜲ン䝣䝷長ᑑ命化䛾事例

ᮐ幌市䠄予防保全型維持管理䠅

18

䠄出所䠅ᮐ幌市資料



 

○長浜市公共施設マネジメント推進委員会規則 

平成26年４月１日規則第10号 

最終改正 平成30年３月31日規則第20号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、長浜市附属機関設置条例（平成25年長浜市条例第27号）第６条の規定に基づき、

長浜市公共施設マネジメント推進委員会（以下「委員会」という。）の組織、運営その他必要な事

項について定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 長浜市附属機関設置条例第２条第２項に規定する委員会の所掌する事務の細目については、

次に掲げるものとする。 

(１) 公共施設に関する基本方針及び計画の策定に関し、調査し、及び審議すること。 

(２) 公共施設の管理の最適化に関し、調査し、及び審議すること。 

(３) その他公共施設マネジメントの推進に関し市長が必要と認めること。 

（委員） 

第３条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。この場合において、委員の性別

構成は、男女いずれも委員の総数の10分の４以上とすることに努めるものとする。 

(１) 学識経験を有する者 

(２) 市民団体等から推薦を受けた者 

(３) 公募市民 

(４) その他市長が必要と認める者 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集する。ただし、委員長が選出され

ていないときは、会議の招集は市長が行う。 

２ 委員長は、会議の議長となる。 

３ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

４ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（意見の聴取等） 

第６条 委員会は、会議の運営上必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見又は説

明を聴くほか、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、関係各課の協力を得て、総務部公共施設マネジメント課において処理する。 

（補則） 

第８条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って

定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年４月１日規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成30年３月31日規則第20号） 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

資料３ 



 

 

 

1 計画の概要 

（1）長浜市公共施設等総合管理計画 

本市の合併基本計画（平成 26年 10 月変更）における「公共的施設の統合整備」を具体

的に進めるための基本方針をまとめたもの。 

【計画期間】平成 27 年度から令和 6年度までの 10年間 

（2）長浜市公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画 

総合管理計画の目標や方針を実現するために、施設類型ごとに具体の対応方針を定めた

もの。 

【計画期間】平成 29 年度から令和 6年度までの 8年間 

 

2 中間見直しの趣旨 

   総合管理計画は、10年間という長期の計画であるため、中間時点のフォローアップとして、

5 年後となる令和元年度末を目処に関連計画である個別施設計画とあわせて中間見直しを行

うもの。 

   なお、今回の中間見直しでは、社会情勢等の変化や関連する重要な計画の変更等について

もあわせて把握し、当初策定時に定めた方針や目標値等の検証と課題整理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長浜市公共施設等総合管理計画等の中間見直しについて 

行政改革推進本部  
（行政改革ＡＰ)  

資料４－１ 

　　　 【現在の状況（平成30年度末見込）】

個別施設計画

600,000

610,000

620,000

630,000

640,000

650,000

660,000

670,000

680,000

690,000

実績 総合管理計画

Ｈ25期末

（当初） Ｈ26期末
Ｈ29期末

684,000

677,577
669,132

666,725
660,113

Ｈ27期末
Ｈ28期末

Ｈ30期末

(見込み)

Ｈ31期末
Ｈ32期末

Ｈ33期末
Ｈ34期末

Ｈ35期末
Ｈ36期末

659,175

総合管理計画

平成36（2024）年度

目標値

644,000 ㎡

個別施設計画

平成36（2024）年度

目標値

629,025 ㎡



3 中間見直しの主な内容 

（1）総合管理計画 

①国の策定指針改訂に伴う見直し 

「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」の改訂に伴う見直し 

    ・中長期的な維持管理更新等に係る経費の見込みについて整理 

    ・ユニバーサルデザイン化推進方針ついて記載 等 

②インフラ資産の移管に伴う見直し 

長浜水道企業団に上水道施設移管（平成29年4月）に伴う見直し 

③進捗状況等の反映 

床面積の削減の進捗状況等の反映（平成30年度末時点） 

（2）個別施設計画 

①新たな方向性の反映 

新たに施設のあり方や方針が決定された施設について、具体的な方向性を記載 

②現状や課題等の反映 

社会情勢等の変化に伴う変更点の反映 

 

4 中間見直しの体制（資料4-2イメージ図参照） 

（1）公共施設マネジメント推進委員会 

・学識経験者、市民団体等から推薦を受けた者等で構成 

・計画の見直し案に対する審議（意見・助言を聴取） 

（2）市民意見の反映 

パブリックコメントの実施 

（3）庁内体制 

・関係課(施設・インフラ資産を所管する課) 

・行政改革推進本部幹事会 

    ・行政改革推進本部会議 

 

5 中間見直しの主なスケジュール 

   平成31年 3月  計画中間見直し作業着手 

   令和元年 5月  関係課説明会・照会 

        7月  関係課ヒアリング、第1回推進委員会 

       ～8月  素案作成 

        9月  第2回推進委員会【素案審議】 

      ～10月  原案作成 

       11月  第3回推進委員会【原案審議】 ※素案からの修正内容に応じて開催 

      ～12月  パブリックコメント 

   令和 2年 2月  第4回推進委員会【最終承認】、計画中間見直し完了 



■中間見直しの体制（イメージ図）

施設（ハコモノ）

インフラ資産

所管課（小中学校）部局次長

所管課（給食センター）

所管課（文化ホール）
行政改革推進本部会議

所管課（橋梁）

所管課（下水道）

部局次長

部局次長

部局次長

部局次長

所管課（庁舎）

行政改革推進本部幹事会

公共施設マネジメント課
（財産の総括：総務部長）

公共施設マネジメント推進委員会

所管課（図書館）

所管課（道路）

・・・
・・・
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